
糸魚川市公共施設予約システム導入業務_質問回答書

更新日：令和8年7月29日

番号 質問内容 該当資料等 / 項目 回答内容

1

オンライン決済の指定管理者数と口座数
・対象の指定管理者は何社あるか。
・市が想定している口座数（アカウント数）はいくつ
か。

実施要領 等（オンライン決済）
オンライン決済の契約主体（加盟店アカウント・入金口座）は糸魚川市（1アカウン
ト）のみを想定しており、指定管理者個別での口座開設や個別契約は想定してい
ません。

2

オンライン決済の運用費用と限度額の扱い
・月額固定費は月額限度額（470,000円）に含めて
提案すべきか。
・決済手数料等のランニングコストは限度額外（別途
扱い）でよいか。

実施要領「2 (3) 限度額」仕様書
「2.3 費用の考え方」

オンライン決済（代行サービス）本体に係る導入費用、決済手数料、および決済代
行会社側の月額利用料等は、市が決済代行事業者と直接契約し別途支払うた
め、本プロポーザルの制限額（初期・月額）には含めません。
ただし、施設予約システムと決済システムを連携するためにシステムベンダー側
（事業者様）で必要となる「システム側の決済連携初期費用（初期構築費）」は導入
費用限度額（8,300,000円）に、システム側の「決済連携オプション月額利用料」
等はシステム使用料月額限度額（470,000円）に、それぞれ含めて提案してくだ
さい。

3

データ移行の対象ボリュームと期間
・移行対象データの「項目」および「概算件数」はいく
つか。
・想定すべき「移行対象期間」（例：過去○年分）はあ
るか。

仕様書（データ移行）

新規での初期構築を想定しています。そのため、新旧データベース間での自動的
なシステム移行作業は発生しませんが、市が提供するデータ（紙媒体または
Excelデータ等）をもとに、システムへの初期マスタ設定・登録作業は事業者側で
実施してください。
想定される件数は、概算で利用者情報約2,000件、施設情報約100施設程度を
想定しています。詳細なデータ形式や登録スケジュールは、契約後に調整としま
す。

4
オンライン収納代行事業者の指定
・指定または既契約の収納代行事業者はあるか。
・指定がない場合、提案事業者からの提案は可能か。

仕様書（オンライン収納）
現時点で市が指定する特定の収納代行事業者はありません。そのため、提案事
業者側で推奨、または実績のある収納代行事業者をご提案いただくことは可能
です。

5

住民向け問合せ窓口の必須性
・住民向け窓口は必須要件ではない（任意提案）とい
う認識でよいか。
・職員向けサポートのみでも要件を満たすか。

仕様書（利用者サポート）
ご認識の通り、住民等サービス利用者からの問合せ窓口（ヘルプデスク）は必須
要件ではなく、任意（加点評価対象）の提案事項とします。
職員向けサポート体制のみでも、基本要件としては満たします。

6

定例会議の実施方法
・運用開始後の定例会議は、原則Web会議での実施
でよいか。
・現地（市役所等）対応が必要となる具体的な想定は
あるか。

仕様書（定例会議）

ご認識の通り、定例会議は原則としてWeb会議（オンライン）による実施を想定
しています。
ただし、重大なシステム障害の発生など、市が必要と判断した緊急時には、現地
での対応を依頼する場合があります。

7

研修の実施方法と規模
・オンラインでの研修実施は可能か。
・想定される研修回数や、対象者（管理者数等）の規
模はどの程度か。

仕様書（研修）
現地での実機研修を想定しています。
想定する研修規模は、実機研修を想定しており、３～４回、各回20名程度です。
（市職員及び施設管理者）

8

受入テストの時期と支援方法
・テストの「実施時期」および「実施期間」の想定はあ
るか。
・受注者による支援は、オンラインでの対応を基本と
してよいか。

仕様書（受入テスト）

受入テストの実施時期は、構築スケジュールの中で期間を定めていただければと
思います。
テスト中の受注者による支援については、オンライン（Web会議、メール、電話
等）を基本として差し支えありません。

9

標準改修と個別改修の費用区分
・国の制度改正等は追加費用なし、市固有の要望によ
る機能追加・改修は「別途協議・有償」という認識でよ
いか。

仕様書（標準/個別改修）

ご認識の通りです。国の制度改正等に伴う標準機能のアップデートは追加費用な
しで対応いただき、市固有の要請による個別のカスタマイズや機能追加について
は、別途協議の上で費用を算定する認識で相違ありませんが、柔軟な対応をご提
案ください。

10
口座振替の連携先指定
・市が指定する「収納代行事業者」や「金融機関」との
連携要件（指定や連携方式）はあるか。

機能要件一覧 No.121（口座振
替）

口座振替については、現時点では運用を想定していません。

11

延長料金の運用方法
・「利用者からの延長申請機能」か、それとも「施設管
理者が後から登録・変更する運用」のどちらを想定し
ているか。

機能要件一覧 No.91（延長料金）
基本的な運用としては、 「施設管理者が利用状況に応じて登録・変更する運用」
] を想定しています。（※「利用者側からオンラインで延長申請できる機能」も有し
ている場合は、その旨を提案書にご記載ください。）

12

予約時入力項目のカスタマイズ
・施設ごとに異なる予約時入力項目を設定する運用
を想定しているか。
・現時点で想定している固有の入力項目はあるか。

機能要件一覧 No.66（申込・申請
項目設定）

施設ごとの用途（スポーツ施設、会議室など）に応じて、異なる予約時入力項目を
設定できる運用を想定しています。現時点で想定している固有の入力項目は、[
備品の利用有無、利用目的、人数 等 ] です。
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更新日：令和8年7月29日

番号 質問内容 該当資料等 / 項目 回答内容

13

ロール（権限）設定の想定
・想定している「ロール数」はいくつか。
・施設や所属ごとの異なる権限設定の運用イメージ
はあるか。

機能要件一覧 No.48（ロール設
定）

ロール数については、システム管理者、施設管理者、閲覧専用者など５種類以上
を想定しています。
施設や所属ごとに管理可能な対象施設を制限できるなど、適切なセキュリティが
保てる権限設定の運用を想定しています。

14

施設グループの管理・権限
・想定している「施設グループの構成」や「運用イメー
ジ」はあるか。
・グループごとの権限設定の具体的な想定はあるか。

機能要件一覧 No.57・58（施設
グループ管理等）

施設グループは、[ 「体育施設グループ」「生涯学習施設グループ」等 ] の構成を
想定しています。これらグループごとに、指定管理者や担当課が管轄の施設のみ
予約受付・承認等の権限を持つ運用を想定しています。

15
プレゼン参加者の一部Web参加の可否
・プレゼンは対面方式とあるが、出席者の一部が
Web（オンライン）で参加することは可能か。

実施要領 「18 プレゼンについて」

プレゼンテーションは原則対面方式としますが、説明員の一部がWeb会議システ
ムを用いてオンラインで参加・説明することは可能とします。
ただし、通信環境や機材類は事業者側でご用意ください。会場側での機材トラブ
ル等による時間延長は行いませんので、接続テスト等は事業者側で十分にご準
備ください。

16

キャッシュレス決済の対象範囲と運用方法
・キャッシュレス対応はシステム化の範囲内か。
・対象は「オンライン」と「窓口」のどちらか。また対象
施設数はいくつか。
・決済代行事業者との直接契約（市が諸費用を支払う
方式）でよいか。
・想定する決済手段やブランドはあるか。

仕様書 「1.2 調達の背景・目的」

オンライン決済の対象は全施設とします。また、窓口キャッシュレス決済（対面決
済）についても、まずはモデル施設として2施設程度での導入を想定しています。
決済代行事業者との契約は、市が代表して直接契約（指定納付受託者の指定を
伴う）を結ぶ方式を想定しています。※No.1の回答通り、指定管理者による個別
契約は行いません。
想定する決済手段はクレジットカードおよびQRコード決済とし、具体的なブラン
ドや対応端末（窓口用）については事業者からの提案を求めます。

17

データ移行の有無と移行方法
・現行システム未導入の場合、移行するデータ（予約
情報・施設マスタ等）や件数の提示はあるか。
・紙からの手作業による移行（システム的なデータ移
行作業はなし）という認識でよいか。

実施要領 「1.4 データ移行につい
て」

初期構築におけるデータ移行・マスタ登録作業（利用者情報：約2,000件、施設
情報：約100施設）は、事業者側で実施（設定）することを要件とします。
市が保有する既存データ（紙媒体またはExcelデータ等）を事業者へ提供します
ので、事業者側でインポート用データを作成・登録するか、またはシステム画面等
から初期設定を行ってください。
なお、これらの初期移行・登録設定にかかる費用は、本プロポーザルの提案価格
（限度額内）に含めて提案してください。

18
定例報告会の実施期間
・定例報告会は、システム本稼働後（委託期間満了後）
も継続して実施する必要があるか。

実施要領 「4.2 会議体運営につい
て」

委託期間中（構築・導入フェーズ）は定例報告会の実施を求めますが、システム本
稼働（運用フェーズ）移行後は、原則として定期報告（月次レポート等の提出等）を
求め、会議体の実施は不要（または必要時のみ）とする予定です。

19
研修の想定人数と回数
・研修を受講する想定人数と、想定される実施回数
はいくつか。

実施要領 「4.3 研修について」
No.7の回答と同様となります。想定規模は、実機研修で３～４回、各回20名程
度です。

20

スマートロック連携の実績要件<br>・スマートロック
機能連携について、現時点で連携実績がなくても提
案は可能か（対応不可による失格を避けるための確
認）。

機能要件一覧（スマートロック）

現時点で対象のスマートロック（メーカー・型番）との接続実績がない場合でも、
本業務の期間内（稼働開始まで）に連携完了できる具体的な提案内容・開発計画
が示されている場合は、失格とはせず提案可能とします。
ただし、稼働開始までに確実に連携・運用開始できることを前提としますので、
万が一開発が遅延した場合の対応策や代替案についてもあわせて提案に含めて
ください。

21

帳票の種類とフォーマット事前共有
・対象となる帳票の種類はいくつか。
・フォーマットデータを事前に共有してもらうことは
可能か。

機能要件一覧（帳票出力）
対象となる主な帳票は、利用許可書、減免申請書、利用実績表 等 です。
フォーマット（様式等）は契約締結後に共有します。

22

帳票カスタマイズ後の管理者修正権限
・独自カスタマイズ後のレイアウトや文言修正は、管理
者側で都度修正できず「保守範囲内での対応」となる
が問題ないか。

機能要件一覧（帳票出力）
事業者独自のレイアウト作成機能等により、導入後、市側の管理画面から都度文
言や軽微な修正を行えない仕様である場合でも、軽微なレイアウト修正が保守業
務の範囲内で滞りなく迅速に対応いただけるのであれば、評価の対象とします。

23
帳票の日次出力枚数
・各帳票における「日次の出力枚数の目安」を教示さ
れたい。

機能要件一覧（帳票出力）
各施設・全体の合計で、1日あたり約30枚程度の出力を想定しています。（※目
安であり、時期や予約状況により変動します。）
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